教員（H27後期）No.○

平成2７年度地域政策研究センター研究計画書
【地域協働研究(教員提案型)後期】
※計画書中の例示・注釈文(ピンク文字)は申請時に削除してください。
（基本情報）
	研究代表者
	所属
	
	職
	
	氏名
	

	研究参加メンバー
（研究チーム員）
(研究体制が分かるよう記入願います)
	所属
	職
	氏名
	本研究における
役割分担
	ｴﾌｫｰﾄ
(%)

	
	
	
	
	研究代表者
	注1

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	研究課題名
	

	研究区分・分野　注２
	□震災復興研究　（□暮らし分野　□産業経済分野　□社会･生活基盤分野）
□一般課題研究　（□地域社会研究分野　□地域マネジメント研究分野）

	研究スタンス
	□研究成果実装活動　　　□課題解決型研究　　　□可視化・構造化研究

	研究期間
	平成○○年□□月～平成××年△△月
(研究期間は平成27年11月～平成28年10月を想定してください。)

	研究フィールド
	(市町村・地域を記載願います。）

	研究関与者
(パートナー)　 注３
	(研究参加メンバー以外に研究に関係する団体等がある場合には記載願います。なお、可能な限り所属・職・氏名についても記載願います。）

	研究の概要
	(次の項目について各300字以内で簡潔に記載し、詳細は後頁｢研究課題の内容｣に記載願います。）
1 解決を目指す課題(何を解決するのか)
2 実施方法･取組みの概要


	期待される効果
	(400字以内で簡潔に記載し、詳細は後頁｢研究課題の内容｣に記載願います。）


	研究費計画（千円）
	千円
	※詳細は後頁｢経費内訳書｣の通り。


注1）参加者リストにおけるエフォートは、「研究者の年間の全仕事時間を100%とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率(%)」に従い記入して下さい。なお、全仕事時間とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育・大学運営活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。学生、団体の参加者についてはエフォートを記入する必要はありません。(欄が不足する場合、追加して下さい。)

注２）研究区分・分野については、下記の2区分および5分野から選択して下さい。

1.区分「震災復興」：東日本大震災津波により生じた課題で、復興に資する研究。→①②③から分野を選択
2.区分「一般課題研究」：震災復興に直接関係しない課題解決に取り組む研究。→④⑤から分野を選択

1 「暮らし分野」：コミュニティの絆を活かした暮らしの創造と再建を目指す震災復興研究

2 「産業経済分野」：地域特性を踏まえた産業経済の再建を目指す震災復興研究

3 「社会･生活基盤分野」：災害に強いまちづくりとインフラ･システム整備にかかわる震災復興研究

4 「地域社会研究分野」：住民､環境､文化､歴史､観光などの観点から調査研究する一般課題研究

5 「地域マネジメント研究分野」：行政課題に対応したまちづくり・地域づくりを法､制度､政策などの観点から調査研究する一般課題研究

注３）研究関与者からは、事前に協力の了承を得ることにより円滑な研究活動が行えるよう配慮すること。

（研究課題の内容）
	研究の目的および計画
①研究の背景　【必要性・重要性】
※地域より提案された課題・ニーズとそれに対するこれまでの取組みについて記載し、さらにその背景を踏まえて、本研究を行うことの必要性・重要性なども記載して下さい。
②研究の優位性・独創性・新規性　【独創性・優位性】
※国内外の研究・技術動向を踏まえて、先行研究や類似技術に対する優位性、独創性、新規性について、記載して下さい。
3 研究の手法　【手法の妥当性・実現可能性】

（1）研究の目標
※研究期間終了時の達成目標（何をどこまで明らかにしようとするのか）について、具体的に記載して下さい。
（2）研究の実施方法・取組
※本研究をどのように進めるかといった実施方法と具体的な取組みについて、実施体制、スケジュールの妥当性が明らかになるよう記載して下さい。
（3）研究を実施する上での倫理的な問題
※研究を実施する上で、研究計画に対する倫理審査の必要性の有無及びその理由、また、倫理審査の対応計画を記載してください。


	4 研究経費の妥当性・必要性　【金額の妥当性】

※上記で述べた研究の実施方法･取組を踏まえ、（経費内訳書）欄に記入する研究経費の妥当性･必要性･積算根拠について記述して下さい。また、各費目で、特に大きな割合を占める経費(全体の研究費の7割を超える)がある場合には、当該経費の必要性(内訳等)を記載して下さい。

※研究経費の使用ルール等については、「公立大学法人岩手県立大学研究費マニュアル」をご参照ください。
⑤期待される地域への効果　【地域への効果】
※本研究の成果により得られる、社会的、経済的、技術的な効果とそれを地域へ還元する方法について記載してください。
※研究スタンスが「可視化・構造化研究」の場合でも、単に課題を見出すだけでなく、その結果をどのように地域課題解決に活用するかのロードマップを示してください。


	これまでの研究成果
※これまでに行ってきた研究のうち、本研究の立案に生かされているものを選定し、その研究成果を記載してください。
※学会等での発表成果については、直近時点のものから順に、学会等名、発表形態（査読の有無）、テーマなどを記載してください。



記載注意　各欄は、適宜拡大、縮小し、「研究課題の内容」としてＡ４、5ページ以内とすること。
（地域協働研究への申請実績）
※(基本情報)｢共同研究グループの構成｣に記載されている研究代表者を対象に、地域協働研究への申請経験の有無、及び該当課題の情報（該当項目、過去の公募回、該当者、過去の課題名、本課題との関連性と相違点）をすべて記載してください。（欄が不足する場合、追加してください。）

	地域協働研究への申請実績
	有　･　無

	該当

項目
	※A～Eいずれか該当するものを残し、他は削除してください。

A.今回の申請は、過去に申請し不採択だった申請と関連がある。

（例）・過去の申請について進捗を反映

　　 ・過去の申請の方針変更（研究項目の絞り込みや研究対象の変更）

　　 ・過去の申請の説明拡充（データ追記や先進性・重要性の補強）

B.過去に申請し不採択だったが、今回の申請とは全く異なる。

C.今回の申請は、過去に申請し採択された申請と関連がある。

D.過去に申請し採択されたが、今回の申請とは全く異なる。

E.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	公募回
	平成00年度　教員提案型/地域提案型　前期/後期
	該当者氏名
	○○○○○

○○○○○

	課題名
	○○○○○○○○○○

	今回の申請課題との

関連性と相違点
	※今回の申請との関連性と相違点を400字以内で記載してください。

(例) 今回申請する課題の～は、上記課題の～と、～という点で関連している。しかしながら、～を目的/理由として～を変更/追加/削除していることから、～の点で異なっている。

	該当

項目
	※A～Eいずれか該当するものを残し、他は削除してください。

A.今回の申請は、過去に申請し不採択だった申請と関連がある。

（例）・過去の申請について進捗を反映

　　 ・過去の申請の方針変更（研究項目の絞り込みや研究対象の変更）

　　 ・過去の申請の説明拡充（データ追記や先進性・重要性の補強）

B.過去に申請し不採択だったが、今回の申請とは全く異なる。

C.今回の申請は、過去に申請し採択された申請と関連がある。

D.過去に申請し採択されたが、今回の申請とは全く異なる。

E.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	公募回
	平成00年度　教員提案型/地域提案型　前期/後期
	該当者氏名
	○○○○○

○○○○○

	課題名
	○○○○○○○○○○

	今回の申請課題との

関連性と相違点
	※今回の申請との関連性と相違点を400字以内で記載してください。

(例)今回申請する課題の～は、上記課題の～と、～という点で関連している。しかしながら、～を目的/理由として～を変更/追加/削除していることから、～の点で異なっている。


（スケジュール）
	研究計画
	平成27年度　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年度

	研究項目１
１　○○調査
２　○○に関する分析
研究項目２
１　○○調査
２　○○に関する実験

	11 　12　  1  　2 　 3　　4　　5　　6　　7　　8　　9　10



記載注意　　研究項目毎に研究計画を記載し、研究期間を実線で示すこと。
（経費内訳書）
	科　　　　目
	支出予定額
	支出予定額の内訳

	謝　　　　　金
 eq \o\ad(旅    費,　　　　　　　)
 eq \o\ad(研究用資器材,　　　　　　　)
（消耗品購入）
（備品購入）
 eq \o\ad(図書,　　　　　　　)
 eq \o\ad(印刷費,　　　　　　　)
 eq \o\ad(通信連絡費,　　　　　　　)
使用料、賃借料
委　　託　　料
 eq \o\ad(負担金,　　　　　　　)
 eq \o\ad(その他,　　　　　　　)
	円

	≪内訳の記載例≫
謝金の場合）
　分析データ入力　＠0000円／日×3人×5日
旅費の場合）
　東京0000円（1泊2日）×1人×3回
　　　日当　　　　0000円×0日
　　　宿泊料　　　0000円×0泊
備品の場合）
　メーカー、具体的製品名、見積金額
※他の科目についても積算を詳細に記載のこと。


	合    計
	
	


記載注意　　研究期間のすべてについて、記載すること。合計金額の上限を50万円とする。
6

